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Abstract 

This paper studies the management of forest owners' cooperatives in the Tokachi 

region of Hokkaido. Management analysis was performed using data from the 

financial statements (balance sheet， and profit and loss statement). It was found 

that the profitability， efficiency， and financial soundness of each cooperative are 

extremely variable. As for the profit structure， the utilization department 

(afforestation and tending， and services related to subsidies， etc.) is primary 

revenue stream in all cooperatives. Currently， the effective use of maturing 

forestry resources is being sought in the Tokachi region， but revenues for sales 

department (timber production， etc.) and the processing department (timber 

processing， etc.) have stagnated. In order to develop a high-profit structure， 

cooperatives need to promote more efficient use of ass巴tsand make full us巴 ofth巴

characteristics of the area. 
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1 .はじめに

地域経済の維持可能な発展が模索されている現

在，農山漁村地域では地域資源をどのように活用

し，経済振興につなげていくかに関心が集まって

いる. しかし，過疎高齢化により「限界集落JlI

が増えるなど農山漁村地域を取り巻く状況は厳し

く，資源管理の担い手は不足傾向にある.地域資

源管理の担い手をいかに確保，育成してし、くかが，

地域経済の振興のみならず国土保全の観点からも

重要な課題となっている.

地域資源管理は資本，国家・自治体，非営利・

協同(自治組織，協同組合， NPO法人など)に

よって担われてきたが，そのあり方は時代状況に
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応じて変化してきた九第1に，資本に関してみ

れば，原材料資源の供給地としての役割を喪失し

た農山漁村地域に対して，資本は，投資対象とし

て関心を示さなくなったという点が指摘できる.

また，過疎社会である農山漁村地域は資本にとっ

て魅力的なマーケットでもなく，その意味で，地

域住民の消費主体(生活主体)としての側由会も揺

らいでいる. したがって，資本主導で地域資源管

理の再建を果たしていくという方向性は現実的で

はない.第2に，国家・自治体を主要な管理主体

として位置付けることも，行財政の極限までのス

リム化を進めようとする新自由主義国家体制が続

く現状では難しい.ただし，国家・自治体の役割

が失われたわけではなく，農山漁村地域が疲弊し

ているいま，その役割はますます高まっており，

公共政策の再構築が求められているといえよう.

こうしたなか，地域資源管理の主体として注目

されるのが非営利・協同組織である.実際にこれ

まで，農業協同組合(以下，農協)や森林組合，

漁業協同組合(以下，漁協)は地域資源管理の伺

い手として機能してきた.それに加えて最近では，

NPO法人や労働者協同組合などによる活動もみ

られるようになった.現在では，地域資源管理の

主体として非営利・協同組織は重要な位置を占め

つつある.

本稿では，地域資源管理の主体として非営利・

協同組織に着目し，その経営実態を明らかにする

ことを目的とした.非営利・協同組織が地域資源

管理の但い手として機能する上で，その経営の維

持，発展は欠かせない.本稿では，その事例とし

て，農山村地域の資源管理に重要な役割を果たし

ている森林組合を取り上げ，その経営の|人j実を検

証した.

冒頭にも述べたように，農山村地域では，長期

にわたる農林業生産活動の停滞で過疎化が進行し，

森林管理が行き届かない傾向がみられるようになっ

た九一方で現在，森林のもつ公益的機能(地球

環境保全機能，水源かん養機能，保健・レクリエー

ション機能など)，こ市民の関心が高まり，また，

森林資源の成熟化を背景にその有効利用が模索さ

れている.そこでは，保育作業(植林，下刈り，

保育問伐)の約6割を担うなど1¥戦後森林政策

において森林管理の中核的担い手として位置付け

られてきた森林組合が， どのような役割を果たせ

るのかに注目が集まっている.具体的には，素材

生産(利用間伐，主伐)段階に入った資源状況や

依然低迷する木材価格を受けて，農山村地域の資

源管理を担う主体として森林組合がどのような経

営展開を描いていくのか，その経営の内実が問わ

れているのである.

2.森林組合経営の分析方法と分析視角

先行ー研究について振り返っておこう.周知の通

り，森林組合については，運動体あるいは民主的

運営の観点から，その事業方式や内容を検討した

実証研究が豊富に存在する.また，政策当局や当

事者間で盛んに議論されていることもあって，優

良事例を中心に各種報告， レポート額が多数まと

められている.

しかし，森林組合の経営問題に言及したものは

少なくヘ管見の限り，比率分析(財務諸表数値

を算定式に基づき比率に置き換えた分析)を用い

た研究はほとんどない.確かに，個別事例と併せ

て，組合経営の全国的動向を明らかにした研究で

は， r森林組合統計~ (林野庁森林組合課)などを

利用し，各種利益率や「事業総利益による管理費

カバー率(事業管理費率)J(事業管理費/総利益

x 100)を算出するなど若半の比率分析が取り組
まれているが，分析の中心を占めるのは，あくま

で実数分析(物量的評価および財務諸表数値によ

る貨幣的評価)である 6へなお，分厚い研究蓄積

のある農協研究では，財務諸表数値による実数分

析および比率分析が活発に取り組まれている 9-13)

財務諸表分析については，批判的経営分析の研

究領域でその問題点が明らかにされているように，

一面的な利用や解釈には慎重でなければならない

ベ本稿の目的は，財務諸表数値(実数)とその

比率に着目して，協同組合の経営問題の一断面を

明らかにすることにあるが，その際，手法の有効

性とその限界について十分留意しながら分析を進

めていきたい.

ところで，協同組合における比率分析の独自の

意義はどこにあるのだろうか.協同組合と資本主

義的企業(株式会社)に会計形式の某本的な違い

はないことから，これは重要な論点である.ここ
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では，協同組合の特徴と関連させて2点ほど指摘

した上で，筆者らの見解を示したい.

第1に，協同組合における組合員の性質との関

連である.協同組合では組織者と利用者，運営者

が同一人であり，組合員は1人1票の議決権を有し，

組合運営における政策決定，意思決定を担う存在

である.それゆえ，経営情報の具体的で正確な認

識は事業運営において欠かせない.

第2に，協同組合の非営利性との関連である.

たとえば，森林組合法では，森林組合は l'自利を

目的としてその事業は行つてはならないJ(第4条)

と規定されている.ただし， 1払込済出資額に応

じてする配当の率は，年8パーセント以内におい

て政令で定める割合を超えではならないJ(森林

組合法，第69条第2f頁)と定められているように，

その意味するところは剰余金の出資配当制限であっ

て営利追及の制限ではない.だが，法律上はそう

であっても，組合経営と非営利性の関係をめぐっ

ては統一的な見解はなく，依然，理論的，実践的

な課題が積み残されている.協同組合の経営問題

に関する比率分析を遅らせてきた一因は，この点

に求められるのではないだろうか.さらに言えば，

このような研究傾向には，資本主義的企業の経営

分析に活用されてきた比率分析は協同組合にはな

じまないのではないか，それは協同組合の経営主

義を強める方向に作用するのではないか，といっ

た「懸念」ともいうべき研究者の意識も反映して

いると考えられる.

以上を踏まえて，筆者らは，協同組合経営をめ

ぐる比率分析の意義を次のように捉えている.組

織者と利用者，運営者が同一人であるという組合

員の性質からも明らかなように，協同組合は組合

員の積械的参画を事業運営上の必須要件とする.

そのためには，まず，組合員が多様な経営指標に

某づくリアリティのある経営情報を共有し，正確

に認識する必要がある.その有効な手法として比

率分析は位置付けられるし，この点に比率分析の

独自の意義を見いだすことができる.

比率分析にかかわって， もう一つ指摘しておき

たい.現在，協同組合の会計をめぐって，協同組

合における資本とは何かが問われているl.'i-li) 会

計某準の国際的統合化の進展によって，協同組合

の資本を負債と規定する見解が提起されたことが，

この間いのそもそもの起点である.この問題提起

は，会計制度上の議論に終始させることのできな

い，協同組合の本質(アイデンティティ)をめぐ

る重要な論点を投げ掛けている. この課題に応え

ることは本稿の直接の課題ではなく，筆者らにそ

の力量もない.ただし，本稿の比率分析では，資

本を用いて算出した経営指標を採用していること

から，この課題を避けて通れないのも事実である.

協同組合における資本とは何かについて見解を示

すことは他日を期すにしても，この課題を意識し

ながら検討を進めていきたい.

本稿では，カラマツ資源の成熟化により伐期が

到来しつつある北海道十勝地域(十勝支庁管内)

の森林組合を対象に，財務諸表(貸借対照表，損

益計算書)を用いた定量分析を行う.分析に当たっ

て着目したのは次の2点である.

第1に，それぞれの森林組合が主要事業として

位置付けているものは何かである.組合事業の主

要部門としては，①公共事業である造林補助事業

と関連の深い森林整備部門(森林造成，病害虫防

除，福利厚生，林地供給など)，②森林宣源の成

熟化を背景に進められている素材生産とその流通

を主要な事業内容とする販売部門(林産物・環境

緑化木等の販売など)，③素材の付加価値向上を

製材品加1:で図ろうとする加1:部門(林産物等の
加 1:および販売など) の3点が挙げられる.

本稿でもこの分類に基づいて，分析対象を3つに

類型化し分析を進めた.

第2に，経営規模と経営指標の関連性について

である.現在，森林組合の合併が政策的に推進さ

れ，その結果，大型組合が全国各地に誕生してい

る.これまでの研究では，合併による人件費(事

業管理費中の人件費)の削減効果は確認できない

という事例分析やヘ経営規模(組合員所有森林

面積)の大きさは「事業管理費率」の減少に結び

付いているわけではないという全国レベルでの統

計分析の結果が報告されているぺこのように合

併の推進論拠である「規模の経済性」論の批判的

検討が進められているが，その数はまだ少なく，

さらなる研究の進展が求められる.この点からみ

て，経営規模が大きく多様な事業を展開している

十勝地域の森林組合の事例は興味深い.本稿では，

同地域の森林組合における経営の現状と問題点を
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明らかにすることで，森林組合の将来展望を議論

するための基礎資料を提供したい.

3. 研究方法

本稿では，北海道十勝地域の森林組合を対象に，

その財務諸表を用いて定量分析(比率分析，実数

分析)を行うが，その前に，森林組合制度の概要

について説明する.

森林組合は， 1森林所有者の経済的社会的地位

の向上J(森林組合法，第1条)，および「森林の

保続培養及び森林生産力の増進J(同上)を図る

ために，森林所有者を組合員として設立される協

同組合であり， 1907年に森林法によって創設され，

1978年に同法から分離独立して制定された森林組

合法をその設立根拠としている.同じ「生産者型」

18) 協同組合である農協や漁協と異なる点は，歴

史的にみれば，両者が1900年制定の産業組合法に

その設立起源をもつのに対し，森林組合は，資源

法である治水3法の河JII法(1896年)，砂防法(1897

年)とならぷ森林法(1897年)を起点にしている

ということにある 19) それは，前述したように，

森林組合法の目的として挙げられている「森林の

保続培養及び森林生産力の増進を図りJ(第1条)

という表現に示されている.また，詳細は省くが，

このような設立経緯もあって、農協と漁協では必

須事業(各組合が必ずその全部または一部以上を

やるべきとされる事業)として「組合員の貯金又

は定期積金の受入れJ(農業協同組合法，第10条

第3J頁) (水産業協同組合法，第11条第4J頁)が掲

げられているのに対し，森林組合にはそのような

法的規定はないという点払農協・漁協と森林組

合間の差異として挙げられよう.

以下，分析万法と手順について説明する.某本

的には2006事業年度のデータに某づき検証してい

くが， 1年間のデータだけでは特殊要国を反映し

てしまう可能性が考えられるため，事業部門別損

益については4ヵ年の平均値を求めて分析した.

その際， 2006事業年度以外は事業部門ごとに事業

管理費は示されていないので， I司事業年度の事業

管理費全体に占める部門別事業管理費の割合を利

用し，直前3事業年度の各部門の事業管理費を試

算した上で， 4ヵ年の平均値を算出した. この算

出方法を用いれば，各事業部門の採算性をより詳

しく明らかにできる.なお，都道府県で刊行され

ている統計書をみると，たとえば，各組合の財務

諸表を公開している「山形県森林組合統計~ (山

形県農林水産部森林課)では，事業管理費が一括

りで計上されているため，事業部門ごとの採算性

は検証できない 20)

ここで，北海道および十勝地域の森林組合をめ

ぐる現状を確認しておこう.現在，北海道では北

海道庁(以下，道庁)の主導で， 1北海道森林組

合育成指導方針J(2003年4月14日制定， 2006年3

月30日一部改正)に基づき「中核森林組合」の育

成が目指されている. 1中核森林組合」とは「一

定の事業利益を確保できる組織体制と経営基盤を

有し，健全な経営を実現できる森林組合J(同方

針)であり，経営指標など各種頃日の認定水準を

満たしたものが道庁により認定される (1中核森

林組合に関する取扱要領J(2003年4月16日制定，

2006年3月30日一部改正)).道庁は「中核森林組

合」の育成手段として合併を積極的に位置付け，

2010年度末に道内の森林組合の7割程度を「中核

森林組合」として認定するという政策目標を立て

ている.

2007年4月現在， ト勝地域(1市16町2村)の森

林組合数は16組合であり，そのうち一市町村を事

業区域とする市町村区域組合が14組合を占め，残

りの2組合が2市町村以上を事業医域とする広域組

合となっている.市町村同域組合のままで14組合

中13組合が「中核森林組合」に指定されている.

本稿では， 2006年に2組合が合併してできた森林

組合についてはデータの取り扱いが難しいことか

ら分析対象から除いた.この組合は，町村合併(2町

村)とほぼ|司時期に合併している.なお， 1999年

4月に第l期がスター卜した，いわゆる「平成の大

合併」における十勝地域の市町村合併はこのl事

例だけである (2006年3月現在).また，データを

入手できなかったl市町村区域組合も分析対象か

ら除いた. したがって，分析対象は十勝地域にあ

る16組合中14組合である.そのうち12組合が市11町

村区域組合，残りの2組合が広域組合であり， 1広

域組合を除く 13組合が「中核森林組合」に指定さ

れている.

最後に，十勝地域の森林組合の特徴を簡単にま
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とめておこう.同地域の森林組合は，全国半均と

比較して，①組合員数が少なく組合員所有森林面

積も小さいのだが，一組合員当たりの所有面積は

大きい，②払込済み出資金額はほぼ同等である，

③常勤職員数が少ない，④事業収益は多い と

いう特徴をもっ CTable 1).北海道内の半均と

比べると，常勤職員数，払込済み出資金額，事業

収益が道内半均を上回っていることが確認できる.

4. 森林組合の経営構造とその特徴

4.1. 比率分析一収益性，効率性，安全性-

4.1.1. 分析対象の特徴

分析に先立って，森林組合の類型化を行う

CTable 2). 先行研究を一部踏まえて，分類の基

準は次のように設定した 21) 第1に，製材品生産

などの加1:事業の有無である.加1:事業を実施し
ているのはC1~7の 7組合であり，分析対象組合

の、1<数がこの類型に該当する(以下，加1:実施型
と呼ぶ).第21こ，加 1:事業に取り組んでいない森

林組合について，事業コスト(二事業費用+事業

管理費)に基つ、き，森林整備部門を主要事業とす

る A1~2，販売部門に事業コストの、|三分以上を割

いているB1~4に分類した.前者を森林造成中心

型，後者を素材生産移行型と呼ぶことにする.な

お，事業収益ではなく事業コストを類型指標とし

て採用したのは，森林組合によっては指導部門

(経営指導，教育，情報提供など)に収益を計上

していないケースがあるなど，組合経営の全体状

況を把握する上で事業収益を用いるのは適切では

ないと判断したからである.

ただし，指導部門に関する事業部門別損益計算

には注意しなければならない点がある.指導部門

の事業収益は，事業部門として独立して表示され

てはいるが，同事業は他の事業と協調して活動す

ることが多く，必ずしも収益を生むものではない.

各組合の裁量で，賦課金(指導事業を実施するた

めに組合員に賦課したもの)や補助金，他事業か

らの配賦を事業収益として計上しているのが実態

である.同様に，事業費用の配賦方法も各組合の

裁量に任されている.また，事業部門別損益計算

に不可欠の事業管理費には明確な配賦基準は存在

せず，その配賦方法は各組合に委ねられている.

額型間および組合聞の比較はこうした点を考慮し

て進めていく必要がある 221

さて，分析で注目したのは経営規模の差が各種

の経営指標にどのように表現されるのかについて

Table 1 白gar由ationscal巴 comparison of forest owners' coop巳rativesb巳臥reen

Tokachi region， Hokkaido and Japan in自scal2005

Section Acvera呂田百日mtpercoopロative
Tokachi 問gion Hokkaido 

NlImberofmembers 439.2 432.5 
Area owned by民主1I1arm目nbers 9，817五 9，699.5 
Paid-in capiω61，624.9 40，341.3 
NlImber of tull-time s同庁 6.9 5.8 

1Jnit: per阻止ha， 1，000 lPY 

担E旦
1，922.1 
13，240.2 
61，260.5 

TO句Jbllsiness earnings 431，763.0 293，817.0 275，400.7 

SOll悶 8・F日明tIYAgency (2006)日制i油csof forest ow引ers'ωope悶tive.D巳凶抑制 ofFishenes and F orestIy， 
Hokkaidop附ectu陀 (2006)SlImmary s剛山csin to，田町

Table 2 Type oftbe for，巴stowner's cooperative and total business expenses by operationa1 d巴partrnents(av，巴:rageof fisca1 2003 to 

2007) 

1ype Code 1c旧1 bus旧国 10凶b凶阻白s e:当笠1拙~芭1祉IOf叫~型加曲ts(%)
ωsl"リPY) UtilizItion 

Silvi叩 l加re AI 287;279，295 79.1 
A2 484，885，871 63.7 

Logging B1 933，554，578 17.8 
日2 399.580，219 33.4 
B3 120，869，897 46.2 
B4 183，339，122 42.5 

Processing CI 846.020，701 24.9 
仁2 462，499，280 30.1 
C3 1，042，239，965 21.6 
c4 513.130，288 21.1 
C5 623，555，62日 44.4 
C6 下07，888，308 33.5 
C7 306.705，344 48.1 

Othc目 Dl 304，870，146 42.4 
Ave 515，458，474 38.7 

~"I otal business cost二 lotalb田m悶 expen間十日目m悶 admini蜘ltIonexpenses. 
。Thctotall1ul11bcr isn't叫uivalc削

Salcs Pr山 G問m‘ε“ 
18.7 
35.4 
81.5 
65.7 
52.7 
51.9 
19.6 55.0 
18.5 50.7 
29.0 49.3 
34.1 43.1 
27.8 27.4 
38.4 27.1 
32.4 17.8 
25.5 
37.9 19.8 

Consulting 。甘lCrs TOtaP 
2.2 100.0 
0.9 100.0 
0.6 100.0 
0.9 100.0 
1.2 100.0 
5.6 100.0 
0.4 100.0 
0.7 10日O。I 100.0 
1.7 100.0 
0.5 10日O
l.l 100.0 
1.7 100.0 
1.7 30.4 10日O
1.4 2.2 100.0 
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である. この点は，経営規模の大きい上位3組合

(Bl， Cl， C3) とその他11組合との比較により

検討していく.

率性，安全性について分析してしぺ (Table 4) 23). 

4.1.2. 収益性分析

ここで1点，各類型の特徴を示すデータを提示

しておこう (Table 3). 2003事業年度を基準年

度として事業収益の推移をみると，森林造成中心

型には明確な特徴は見いだせないが，素材生産移

行型では拡大傾向を，加1:実施型では縮ノト傾向を
確認できる.データは4ヵ年分しかないため，解

釈は慎重に行わなければならないが，森林資源の

成熟化を背景に素材生産移行型が事業量を拡大し

ている様了会がうかがえる.一方，加1:実施型の規
模縮小の理由は必ずしも明らかではない.ここで

は，加1:実施型では加1:事業が恒常的に赤字であ
るか，あるいは収支変動が大きいなど，事業部門

として不安定要素を抱えていることが規模縮ノトと

関係しているのではなL、かという点を指摘してお

く. この点は次節で検討する.以下，収益性，効

森林組合の経営活動の成果を評価するため，総

資本利益率(剰余金率)，自己資本当期剰余金率，

事業収益利益率(剰余金率)により収益性の分析

を行う (Table 5). これらの指標はその数値が

大きいほど収益性が高いことを意味する. Iその

ほか」に分類される部門の比率が高く，経営状況

が他組合に比べて非常に厳しい状況にあるD1を

除いて分析していく.

組合間のばらつきは大きいが，素材生産移行型

が総資本利益率(剰余金率)， 自己資本当期剰余

金率，事業収益利益率(剰余金率)の全指標で最

も高い値を示している.経営規模別にみると，比

較的規模の大きい3組合中2組合では，全体平均よ

り高い総資本利益率(剰余金率)， 自己宣本当期

剰余金率，事業収益利益率(剰余金率)を確保し

ているが， もう一つの組合は平均以下にとどまる

など， ここで規模別の差を見いだすのは難しい.
Table 3 Changes in tota1 busi日巳sseamings volume 

Al 
A2 
Ave 
Bl 
B2 
B3 
B4 
Ave 
Cl 
C2 
C3 
C4 
CS 
C6 
C7 
Ave. 
Dl 
To旧l

'B品lCy曲I

2003" 2004 2005 2∞6 
I肌) 116 
100 86 
100 101 
I肌) 104 
100 83 
100 80 
I肌) 101 
100 92 
100 92 
I肌) 99 
100 99 
100 114 
I肌) 106 
100 101 
100 108 
I肌) 101 
100 89 
100 99 

167 
58 
113 
106 
77 
112 
94 
97 
93 
87 
90 
l∞ 
87 
113 
l∞ 
97 
103 
99 

124 
57 
90 
109 
113 
177 
119 
130 
90 
83 
92 
99 
71 
105 
114 
95 
105 
104 

事業収益対事業管理費比率は事業収益に対する

事業管理費の割合を，事業収益対人件費比率は事

業収益に対する事業管理費中の人件費の割合を示

す指標で，いずれも数値が小さいほど事業管理費

および人件費の効率性は高いとされる.表をみる

と，経営規模の大きし寸組合がそれ以外の組合に

比べて低い値を示している.

組合員1人当たりの事業収益と経営規模(事業

収益)にはどのような関連性があるのだろうか

Table 4 Financial indicators 
C叫e回 fV Indica伯1 ドonnulaforωmoutation 
目。fi旧b出町 民etumon田町ts(bu四lessprc血)れも Businessprofit 1 As田ts'x 100 

R凶lJtnOI1出scts(orl吐marypn由)作色 Ordinaryprotit / Assc羽目x100 
R由JI羽田1田sets(叩問問t問中lus)(%) 仁urrentsurplus/Asset<; ax 100 
R即 mon明ui1y(叩問n1叩叩lus)似) 仁urrent叩rplus/Net-Ass出。x100 
fもetumon田l白山臼Ibu組問pro制作砂 I仁凶加盟lessprc血/To凶 B田町四Ear四位sx100 
Retutnon団les(bus旧国spm血)(%) B凶messpr，且t1To凶 B凶町品sE征泊時5x 100 
R由JI羽田1sales (0吋inaryprolit)内 o吋m町 prolit/To旧1Busine田Eaming芦x100 
Re畑 non sa1es (current問中，lus)仇 Currents岬 l田/Tc凶B田町田E岨由民 x100 
SGA四回附 B凶mess丸山田盛岡tionExc回世s/TolalB凶inessEamI噌 x100 
Personnel町間nses岡町仇 Pe四onnelexoen悶 ITc旧1Busine唱Earnin田 x100 

E血ci叩 cy To凶回目白血1l10'悶(times) Tc凶日出m出Earnings1 Ass由自
Fixed assets lt即川町(凶nes) Tc凶日凶仙出sE岨由。1FixedAssets h 
Tangiblelix吋国S時制mover仕imes) Tc旧1Business Eamings / T angible fixed ass時
品目白vab1e加。、町阿古od(d司s) Trade ac∞叩岱即eivable/Tc凶B山田国sEarnings x 365 
Invent時 turnoverp剖Jd(days) Stocksin，四回。d/TolalB凶肝出sE宿泊時5x 365 
Pavable加mover田riod(davsl TI回de配叩unt'i聞V祉，Ie/1目。ωBusine汚5Eamin田 x36ラ

Financia1 Current ratio (~分 Curren凶毘出IC四rentLiabil曲目 x100 
開undness Quick ratio (%)白油+Trade ac∞unt<;眠 eivable)1 cu町I1tLiabilities x 100 

Equi町旧凶作も Net-A且etsh/A且elsax100 
Debt叫山町.ra凶作句 Liabilities 1 Netー必sets"x 1ω 
日x吋臨時的lixedl旧/Jili1y叩o川 FixedA明恒り(Net-As剛;0+ FixedL旧/Jilities")x 100 
Fixed脳出r従io(%) Fixed必sets'/Net，占 selsl')x 1∞ 
D叩四d叩cyrateon1c皿5p町'able件前 (Short-阻m加dl四19-tennloans p町'able)1 Assets "x 100 

1問自=“Asset，，"-Receivable叶AFC(Agri叩 Itu則。問甜yandfishe出国抗nan田町F仁川on)
"Net-A出品 ~Sbar巳hol伽ぜ Equity+E岨凶 Sl叩lus.
C FixedAssets =“FixedAssets" -ReceれableofAFCι
dFi記dLiabilities =叩l記 dLi油ilities"-Rec出品市ofAFC
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ているが，その有形固定資産割合(有形固定資産

/総資産x100) は他の額型と比べ決して高くな

い.また，有形固定資産割合と有形固定資産凶転

率のいずれも，額型間および規模別の差は見いだ

せない.全体として，有形固定資産割合が高いほ

ど有形固定資産凶転率は低く，有形固定資産割合

が低いほど凶転率は高いという傾向がみられる.

(Fig.l).組合員1人当たり事業収益は，組合員か

らみれば，経営活動の成果を示す分かりやすい指

標の一つである.図をみると，組合員1人当たり

事業収益と経営規模の相関性は高い.特にB1やC

Iなど規模の大きい組合における組合員1人当たり

事業収益の多さが，それ以外の組合より目立って

. 
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4.1.3. 効率性分析

森林組合の経営活動が効率的に遂行されている

かどうかを評価するため，総資本回転率，固定資

産回転率，有形固定資産回転率，売上債権回転期

間，棚卸資産回転期間，仕入債務回転期間の各指

標を用いて効率性分析を1J"う (Table 6). 表を

みて明らかなように，各指標において類型聞の差

2，500 

Fig.1 Relationship between total business eamings of 

皿 dits per member 

， . . 
500 1，000 1，500 2，000 
T川alh凶m的討eaming;{l，OOO JPYm白11her-')

はあまり見いだせない.

そこで次に 1:場や機械などの設備がどのよう
な水準で整備され，活用されているのかを確認す

るため，有形固定資産に着目する (Fig.2).加1:
実施型は製材1:場や各種機械類などの設備を抱え

Unit:% 
Perso叩e1
exp叩 sesratJ.O

4
0
2
，
3
5
3
2
9
6
5
7
2
6
2
9
8
5
9
 

9
3
1
t
6
7
9
6
0ノ
4
1
7
4
8
0ノ
8
7
8
8

I

l

l

1

 

SGAratio 

12.6 
15.7 
14.1 
7.3 
9.3 
12.4 
17.6 
11.7 
5.8 
14.1 
9.8 
5.2 
10.8 
10.5 
11.2 
9.6 
12.2 
11.0 

Currcnt 
型旦l凶
1.6 
-0.1 
0.8 
1.3 
5.1 
4.0 
2.5 
3.2 
3.5 
2.0 
3.2 
0.0 
1.0 
0.0 
0.7 
1.5 
5.5 
2.2 

Ordimuy 

盟主fit
3.3 
0.1 
1.7 
1.6 
8.1 
5.7 
4.9 
5.1 
4.6 
1.9 
5.2 
0.0 
1.8 
0.1 
0.8 
2.0 
5.6 
3.1 

Num出ca1values of profitability (fiscaI2006) 

ROE ROS 
でurrcnt Tc可E雨n四 Businc&.'i
Surplus 凹℃品t 凹ひfit
4.3 14.4 1.8 
-仕4 15.7 0.0 
2.0 15.0 0.9 
7.3 9.2 1.9 
22.2 17.5 8.2 
8.7 17.6 5.3 
6.1 22.5 4.9 
11.1 16.7 5.1 
8.8 札 4.4
6β15.9  1.7 
7.9 14.8 5.0 
0.0 5.8 0.6 
2.2 12.1 1.3 
0.1 10.8 0.3 
3.7 12.0 0.9 
4.1 11.7 2.0 
-241止 19.2 6.9 
-11.7 14.1 3.1 

仁uITCnt

盟国国
2.5 
-0.2 
1.2 
2.3 
6.1 
7.5 
3.8 
4.9 
5.6 
4.0 
4.4 
0.0 
1.6 
0.0 
1.3 
2.4 
6.5 
3.3 

Ordim時
世}fit
5.2 
0.3 
2.7 
3.0 
9.7 
10.8 
7.5 
7.7 
7.3 
3.8 
7.1 
0.1 
2.8 
0.2 
1.4 
3.2 
6.7 
4.7 

ROA 
BusIncss 
.Jl.fQ五t
2.8 
0.1 
1.5 
3.4 
9.7 
9.9 
7.4 
7.6 
7.1 
3.5 
6.8 
1.0 
2.0 
0.7 
1.6 
3.2 
8.3 
4.6 

Table5 

Al 
A2 
Ave 
B1 
B2 
B3 
B4 
Ave 
C1 
C2 
C3 
C4 
C5 
C6 
C7 
A、古
Dl 
1ota1 

P時'able 加mover

E由也盤泣
7.6 
4.9 
6.2 
1.4 
142.9 
8.9 
3.7 
39.2 
19ラ
7.9 
26.5 
0.7 
4.1 
15.8 
9.2 
12.0 
16.5 
19.3 

InventOl)' tumover 
E生直盤sl
22.6 
8.5 
15.6 
43.9 
6.2 
0.1 
6.5 
14.2 
79.2 
53.3 
26.5 
36.6 
48.0 
41.1 
11.6 
42.3 
62.3 
31.9 

R民er、fable 加口旧、町

区割血豆
63.0 
23.0 
43.0 
20.3 
131.8 
1.0 
67.3 
55.1 
30.8 
19.7 
43.6 
29.1 
33.0 
22.0 
42.1 
31.5 
19.7 
39.0 

Targible品世d副首ts

型型笠立1生堅金
21.2 
4.8 
13.0 
12.6 
18.4 
6ラ
9.2 
11.7 
4.9 
7.1 
3.8 
10.5 
7.9 
12.2 
9.9 
8.0 
2.5 
9.4 

Table 6 Numerical values ofefficiency (fisca12006) 

Total出直tstum山町 Fixed拙盟1s加moveI
(tnn出蜘田)

1.6 10.8 
1.9 4.5 
1.7 7.6 
1.8 11.3 
1.2 7.5 
1.9 ラ
1.5 7.3 
1.6 7.9 
1.6 4.2 
2.0ι1  
1.4 3.3 
l五色1
1.5ι7  
2.3 9.9 
1.8 8.9 
1.8ι7  
1.2 2.2 
1.7丘9

Al 
A2 
Ave 
Bl 
B2 
B3 
B4 
Ave 
C1 
C2 
C3 
C4 
C5 
C6 
C7 
Ave 
Dl 
To阻l
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今後，事業収益を向上させるには，有形固定資産

の一層の活用が課題といえよう.

4.1.4. 安全性分析

最後に，森林組合の信用状態を評価するため，

流動比率，当座比率，自己資本比率，負債比率，

固定長期適合率，固定比率，借入金依存度の各指

標を用いて安全性分析を行う CTable7).紙幅

の都合上，全指標について言及するのは難しいの

で， ここでは， 短期の安全性を示す代表的指標で

ある流動比率をみていく.

流動比率は1年以内に返済を求められる流動負

債に充当することが可能な流動資産を，どの程度

もっているかを示す指標である.この比率が高い

ほど短期的な資金繰りに余裕があることを示す.

表をみると，組合間のばらつきが大きく特徴を見

いだすのは難しい.D1のように100%を大幅に割

り込むという，非常に厳しい経営状況の組合もあ

れば， C2やC5のように600%を超える組合もある.

同じように，他の指標でも組合間のばらつきは大

きL、
こうした組合聞の財務格差ともいうべき状況は，

森林組合の合併をめぐって示唆すべき点を含んで

いる. このような財務格差の存在は， ト勝地域の

森林組合の経営規模が比較的大きいことを踏まえ

ると，合併の進展を阻む可能性があると考えられ

る.経営規模が小さければ，財政状況が不良でも

「吸収」という形で合併が進展する可能性もある

が，それぞれの経営規模が相対的に大きければこ

うした選択肢は取りにくい.今後，非合併組合は，

広域合併を目指すケース，経営的自立を確立し明

確な戦略に基つ、き事業運営に取り組むケース，厳

Table7 

A1 
A2 
A、.e
B1 
B2 
日3
B4 
Ave 
CI 
C2 
C3 
c4 
C5 
C6 
仁7
Avc 
Dl 
lo1a1 

Num巳ricalvalues of白lancialsoundness (fiscaI2006) 

CurrcntmtIo 

456.8 
116.2 
286.5 
141.2 
123.8 
571.6 
337.1 
293.4 
253.3 
676.6 
222.8 
129.9 
615.4 
149.3 
144.3 
313.1 
53.9 
285.2 

Quickmiio 

378.2 
80.0 
229.1 
88.3 
87.7 
507.3 
261.2 
236.1 
105.4 
373.3 
162.2 
75.4 
347.7 
31.5 
61.9 
165.3 
25.5 
184.7 

Equiちr則。

58.9 
42.7 
50.8 
31.3 
27.6 
86.5 
63.5 
52.2 
64.2 
66.5 
55.6 
36.9 
70.6 
36.0 
35.6 
52.2 
.2.7 
48.1 

しい経営状況ゆえに合併の流れから取り残され

「自立」して事業再構築に取り組まざるを得ない

ケース，に大きく分かれていくことが予想される.

4.2. 事業部門別損益の分析

本節では，森林組合経営と事業構造の関連性に

ついて検証する.以下，事業部門別の事業利益に

基づき， 各部門の特徴を確認していこう CTable

8). 

第1に，全組合の共通点として，指導部門が不

採算であるということが挙げられる.前述したよ

うに，経営指導や組合員の教育，情報提供を主な

活動内容とする指導部門は，他部門と協調して取

り組まれることが多く，それ自体に多くの収益は

望めない.そもそも，指導事業は，森林組合が協

同組合として事業運営を進めていく上で不可欠な

営為として位置付けられ，事業部門別損益計算に

はなじまない性質をもっ.会計的には，不採算部

門という認識を生み出す要因となっている事業部
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Fig.2 Tangible fixed assets tumover and proportion of 
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Dcbtι可山守mtio

69.7 
134.2 
102.0 
219.4 
261.7 
15.6 
57.6 
138.6 
55.8 
50.4 
79.9 
171.2 
41.7 
177.9 
180.6 
108.2 
-3792.7 
162.6 
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住山世間加
17.9 
83.7 
50.8 
39.3 
49.6 
38.7 
27.1 
38.7 
49.9 
36.5 
56.1 
52.6 
26.4 
48.3 
45.3 
45.0 
381.9 
68.1 

24.7 
97.8 
61.2 
50.7 
57.5 
39.6 
32.7 
45.1 
58.6 
49.4 
74.4 
55.1 
32.8 
65.5 
57.0 
56.1 
-1980.5 
91.8 

Unit:% 
Dcpcndcl1L')i凶c
盟主坐旦笠坐
5.2 
0.0 
2.6 
40.8 
0.0 
0.0 
0.0 
10.2 
5.8 
0.0 
3.8 
49.8 
0.0 
23.1 
34.4 
16.7 
78.8 
17.3 
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門別損益計算制度の見直しが必要だろう.なお，

指導部門の規模は他部門に比べ非常に小さいので，

比率分析全体に与える影響は軽微である.

第2に，収益性の観点からみると，造林補助事

業やi台山事業などの公共事業と関連の深い森林整

備部門が，利益獲得に貢献していることが注目さ

れる.すべての組合で森林整備部門が最も高い事

業利益を確保しているのである.前述したように，

森林整備部門は公共事業と関連が深く，その公共

事業の水準は属地的な条什今に左右される傾向が強

い.実際に，森林整備部門の事業収益は組合員所

有森林面積と中程度の相関がある (Fig.3).

第3に，事業多角化を図っている事例として，

加1:部門をもっている組合について検討すると，
同部門が必ずしも利益獲得に貢献しているわけで

はないことが確認できる. 7組合中4組合が損失を

計上しており，残りの3組合でも事業利益全体に

占める比率は3害Ij前後にとどまる. ここで加 1:部

門における事業利益の推移を確かめよう (Table

9).第1に指摘できるのは，各年度でばらつきが

大きいということである. C6のように4ヵ年にわ

ている.ただい販売部門が主要な収益源となっ

ている組合は存在せず，森林資源の成熟化を受け

て，今後どのような展開をみせるのかが注目され

おわりに

以上の結果から，森林組合の経営構造を次のよ

うに総括できる.

る.

5. 

たって損失を計上している組合でも，

ように利益を確保し続けている組合においても，

その絶対額の年次変動は大きい.第21こ，加 1:部

門が2006事業年度では1組合を除主事業利益に

貢献していることである.ただし今後，加1:事業
が安定的に利益を期待できる採算部門になるのか

どうかは，昨今の木材価格や製材品価格，競合他

社の動向を踏まえると不透明である.

第4に，眼売部門については，森林造成中心型

の2組合と素材生産移行ー型の2組合，加 1:実施型の

1組合で損失を計上している以外は利益を確保し
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経営指標による分析結果は次の通りである.

第1に，事業収益対事業管理費比率と事業収益

対人件費比率では，経営規模の大きい森林組合が

低い値を示し，また，組合員1人当たり事業収益

と経営規模(事業収益)との聞には相関関係がみ

られた. しかし，経営規模の大きさは，収益性

(総資本利益率(剰余金率)，自己資本当期剰余金

率，事業収益利益率(剰余金率))とはほとんど

関連していなかった.組合類型別では，素材生産

移行型の収益性が最も高かったが，組合間の差も

大きかった.

第2に，製材 1:場や各種機械類などの設備を抱

える加1:実施型における，総資産中の有形固定資
産の割合は必ずしも高くはなかった.全体として，

有形固定資産割合が高いほど有形固定資産回転率

は減少するという関係性がみられた.

第3に，安全性に閲しては組合ごとに大きな差

がみられ，このことが，森林組合の合併をめぐる

今後の動向に影響を与える可能性があると考えら

れた.

事業部門別損益の分析で検証したのは次の通り

である.

第1に，森林整備部門は他部門で生じた損失を

補うなど，森林組合の利益確保に貢献していた.

また，森林整備部門は造林補助事業や治山事業と

いった公共事業と関連の深い事業部門であり，そ

の水準は組合員所有森林面積と相関があった.

第2に，加 1:部門をもっ組合の経営規模はそれ

をもたない組合よりも総じて大きかったが，現段

階では必ずしも採算が取れているわけではなかっ

た.販売部門も同様で，採算の確保は厳しい状況

にあった.森林資源の成熟化を受けて，目反売，加

工の両部門が今後どのように展開していくかが注

目される.

総じて，主要事業部門に着目した組合類型およ

び経営規模と，得種の経営指標の聞に関連性はあ

まりみられなかった.各組合の経営戦略をめぐる

差異が， このような結果を生じさせたものと考え

られる.また，比率分析の結果から明らかなよう

に，森林組合の合併の推進論拠である「規模の経

済性」は確認できなかった.

最後に，今回の検討結果に関連して指摘してお

きたいことがある.それは，協同組合である森林

組合の「利益」は，財務諸表上の利益に限らない

ということである.協同組合における「利益」は，

株式会社とは異なり，組合員として享受する有形

無形のサービスも含めて包括的に捉えられるべき

ものである.本稿では，経営体の側面に着目して

分析を進めているので，財務諸表上に表れる狭義

の利益を使用しているが，その利益は協同組合た

る森林組合にとって限定的な意味しか持ち得ない.

ここに，一時点における財務諸表上の利益だけに

着目して，経営パフォーマンスの組合間比較を行

うことの難しさがある. こうした問題を解決する

ために，今後は，複数年データの使用による時系

列分析，事例分析などに取り組む必要がある.

補 論

本論にかかわって，経営情報の開示の重要性に

ついて指摘しておきたい.森林組合において毎年

開催される総会では，財務諸表をはじめ各種経営

情報が記載された議案が組合員に提出される.組

合員が経営判断の拠り所とするのはこの議案にほ

かならないのだが，必ずしも分かりやすい形で組

合員に提示されているわけではない.第2章で述

べたように，協同組合における会計は， i(協同組

合が)組合員の要求を反映し，事業活動の面にお

いて，組合員の実利を守るために努力すればする

ほど， このような努力に，方向性と指導性，展望

性をあたえる重要な指標としてJ(カッコ内筆者

注) (野村， 1977， p.238)叫位置付けられる.組

合員による経営実態の正確な把握は，協同組合の

民主的運営に不可欠なのである. したがって，組

合員への情報提供は次のような視点で進められる

必要がある.以下，やや長いが引用しよう.

組合員への情報の提供は，真実であるととも

に，現状を平易に理解できるような形で提供

するように心がけるべきであろう.組合員の

会計教育も必要ではあるが，現在の組合員の

感覚で理解でき，興味をもち，会計の勉強を

したいと思う組合員をひとりでもよいからっ

くりだすようなものでありたい./報告は，

組合員のエネルギーを正しい方向へ引き出す
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ための出発点であり，そのためには，たえず

組合員の関心を惹く内容と形態が工夫されな

ければならないのである. (同上， p.241)山

この点において，比率分析は， I貨幣的評価に

よるよりも，むしろ物量的指標においてとらえる

ことが正確な場合がある. […中略…〕経営実態

を示す会計数値は価格でなければならないという

ことではないJ(向上， p.246)剖)と指摘されてい

るように，経営実態の正確な把握に当たって有効

な手段となりうる.森林組合の再編が続くいま，

比率分析，実数分析，定性分析といった各種分析

手法を織り交ぜながら，経営情報を組合員に積極

的に提示し，情報共有を図ることが必要と思われ

る.

こうした経営情報の開示をめぐる論点は，事業

運営において組合員の参加をいかに保障し，民主

主義を内実化していくかという課題にもつながる.

この点については別稿で改めて検討したい
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